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（要旨）かつてない人口減少の中、地域を訪れる来訪者に変化が生まれている。コロ

ナ禍による働き方改革によってリモートワークを導入する企業が増え、二拠点居住

やワーケーションといったスタイルも台頭している。このため観光やビジネス以外

で地域にかかわりを持つ人が増えつつあり、政府や自治体も「移住・定住」「交流人

口」の拡大から「関係人口」の創出と拡大にシフトし、今後地域づくりに関係人口

が重要な役割を担うと位置付けている。地域は継続的に訪れる「関係人口」が有す

るスキルやノウハウ、ネットワークと有機的に組み合わせるなど今までにない新た

な発想が必要である。本稿では、2023年の大正大学地域創生学部の授業の「離島の

関係人口拡大(佐渡市版)」調査・研究資料を活用しながら、これからの「関係人口」

をどのようにして創出していくかについて考察する。  
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１． はじめに 

 

2014 年から 10 年間推進してきた第二次安倍内

閣の重要施策である「地方創生」で策定実施して

きた人口減少・東京一極集中は一向に歯止めがか

からない。日本の総人口は 2008 年をピークに減

少に転じ、現在の出生率が続けば 2050 年過ぎに

は 1億人を切ることが予測されているが、日本の

経済社会は人口減少に加えて、急速に進む少子高

齢化というかつて経験したことのない新たな局面

に入っている。各自治体は人口減少はもはや避け

られないという前提でこれまでにない視点で舵取

りをしていかなければならない。 

一方で新型コロナ感染拡大によって多くの損失

や経済の停滞などマイナスを招いたが、非接触・

非対面による行動変容への移行に伴って、働き方

改革やデジタル化の促進など新たな潮流も生まれ

ている。リモートワークの導入や副業の承認など

企業の労働環境は大きく変化し、職場に行かなく

ても自宅や地域のコワーキングスペース、ワーケ

ーション施設等で仕事ができるようになった。こ

のことで二拠点生活しながら地方に拠点を置いて

の起業や自身の経験やネットワークを活かした地

域活動へ参画など新たなライフスタイルが出現し

ている。こうした地域や地域の人と継続的に関わ

りを持つ「関係人口」が今後は地域づくりにも関

わり、地方創生の鍵を握ると言われている。 

人口減少・高齢化が前提となる地域社会におい

て、地域づくりの中核人材はますます不足してく

る。かつてない厳しい状況の中で地域活性化の糸

口として、地域外の力を取り込んで戦力化する必

要があり、とりわけ地域とのつながりがある関係

人口を重要な役割を担う人材として確保していか

なくてはならない。 

このような時代の変化を背景として、本稿では、

急激な人口減少の中、政府が推進する地方創生施

策において注力している関係人口にフォーカスし、

これからの地方創生の鍵を握る関係人口をどうや
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って生み出し、地域づくりにどのように関わらせ

ていくか。そして、地域の中で、関係人口と地域

の人が出会い親交が深まり、ビジネスや地域活動

で交流機会が生まれる「関係人口と地域の人との

接点」（以下「コンタクトポイント」）の重要性と

関係人口創出について佐渡島での事例を取り上げ

ながら考察する。本稿における「コンタクトポイ

ント（contact point）」とは、関係人口と地域社

会との間に成立する物理的・社会的な接点を指す。

具体的には、地域内でのイベント参加、地域資源

の活用、ボランティア活動、地域住民との対話、

あるいは情報メディア（SNS 等）を介した相互作

用、コワーキングスペースやゲストハウスでの交

流、関係人口が地域と何らかの形で接触・関与す

る契機となる場や機会を包含する概念である。こ

れらの接点は、関係人口の関与度の深化や地域と

の持続的な関係構築に資する重要な要素と位置づ

けられる。 

 

２．「地方創生」の成果とこれから 

 

（１） 地方創生施策の 10 年 

今から 10 年前、2014 年日本創成会議（座長：

増田寛也）は「2040年までに全国 1,718の自治体

のうちの約半数の 896自治体が将来消滅する可能

性がある」と指摘し、少子化対策と東京一極集中

の是正の提言がなされ、自治体に衝撃が走った。

それを契機に第二次安倍政権は重要施策である

「地方創生」を打ち出すことになる。人口減少を

克服し、将来にわたって成長力を確保しつつ、活

力ある日本社会を維持するために以下の 4つを基

本目標として始動している。 

 

ａ） 稼ぐ地域をつくるとともに、地方に仕事をつ 

くる 

ｂ） 地方とのつながりを築き、地方への新しいひ 

との流れをつくる 

ｃ） 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

ｄ） ひとが集う、安心して暮らすことができる魅 

力的な地域をつくる 

まち・ひと・しごと創生本部を設置して地方創

生総合戦略を策定、全自治体に少子化に歯止めを

かけて人口減少を克服する総合戦略の作成を求め

た。約 1,000億円の交付金を設け、国が認めた施

策に配分する形がとられ実行に移されていった。 

 

（２） 地域間の人口の奪い合いを生んだ 

2024 年で丸 10 年が経過、その間新型コロナ感

染拡大、安倍首相の銃撃事件など大きな影響を受

けながら岸田政権に引き継がれ、「デジタル田園都

市国家構想」という枠組みも生まれながらも、継

続的に地方創生が推進されている。そのような中、

2024年6月に内閣官房デジタル田園都市国家構想

実現会議事務局・内閣府地方創生推進事務局から

「地方創生 10 年の取組と今後の推進方向」とい

う報告書が発表された。 

それによると「国全体で見たときに人口減少や

東京圏への一極集中などの大きな流れを変えるに

は至っておらず、地方が厳しい状況にあることを

重く受け止める必要がある。地方創生の取組にお

いては、各自治体がそれぞれに人口増加を目指し、

様々な施策を展開してきたが、成果が挙がってい

るケースも、多くは移住者の増加による社会増に

とどまっており、地域間での『人口の奪い合い』

になっている」としている。 

発表された報告書に地域間での「人口の奪い合

い」と記載されている点は、地方創生は東京一極

集中是正を掲げながら、それがうまくいっていな

いことに加えて、実際は地方対地方で移住者の奪

い合いが発生したことを表している。自治体は移

住・定住政策に重きを置いて子育て支援、子供の

給食費や医療費の免除など、あの手この手で移住

者を取り込むための人口獲得競争が過熱していき、

限られたパイの争奪戦が繰り広げられていったの

である。 

そもそも人口増加のためには、子供が増える自

然増と、転入者を増やす社会増があるが、人口を

増やすには、自然増が重要である。しかし、自然

増施策（子育て支援策）は効果が出るまで時間が

かかることから、多くの自治体では社会増施策（移

住促進施策）を重点化してきたのである。 

少子化に歯止めを掛けるとともに東京一極集中

を是正し、人口減少を克服することを目指したが、

成果は限定的で、逆に人口減少と地方の衰退は加
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速しているのが実態だ。地方創生での自治体の取

組は移住者の獲得競争が主要な施策となり、その

間に出生率、出生数、婚姻数は過去最低となって

しまった。 

 

（３） 東京一極集中は是正されず               

都道府県別の直近の転入超過数について見てみ

ると、下記のとおりである（図－１）。これは 2022

年と 2023 年をグラフにしたものであるが、転入

超過となっているのは東京都、神奈川県、埼玉県、

千葉県など 7都府県となっている。転入超過数が

最も拡大しているのは東京都で 3万 262人に達し

ており、一都三県の東京圏でみると 12万 6515人

の転入超過、前年に比べ 2 万 6996 人の拡大であ

る。依然、東京・関東圏に一極集中している。 

一方で内閣府の「地域の経済 2020-2021－地方

の新たな人の流れの創出に向けて」によると東京

圏（一都三県）の人口推移は、1950 年に人口約

1,300 万人→2005 年約 3,400 万人→2019 年約

3,700 万人と増え続けている。東京圏の人口が総

人口に占める割合では 1950年は 15.5％→1990年

には 25％→2019 年には 29.1％と総人口の 3 割近

い人々が東京圏で生活している状況だ。東京一極

集中は是正されてはいない。 

  図－１ 都道府県別転入超過数（2022年・2023年）

総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告 

2023年（令和 5年）結果」より抜粋 

 

３．地方創生の鍵をにぎる関係人口                

 

（1） 「移住・定住」「交流人口」拡大から「関係人口」

に政策転換 

地方創生戦略の第１期に掲げた「移住・定住」

「交流人口」の拡大と東京一極集中の是正という

目標達成が思わしくない中、地方創生戦略第 2期

では関係人口の獲得に重点を置くように政策転換

していった。確かに人口減少は避けられない前提

で地域創生を推進するには、従来にない新しい発

想が必要である。地域内の人材育成に加えて地域

にはないスキルやノウハウ、ネットワークを有す

る人材が不可欠である。そのための有効な手段は

有能な地域外の人材、すなわち特定の地域に継続

的に多様な形で関わる関係人口を活用することで

ある。関係人口に活躍してもらうことで地域の人

材との交流からイノベーションの創出や、従来に

ない発想による施策が期待される。 

加えて地域内の人材育成にも波及するほか関係

人口にとっても自身のスキルや経験を活かせ、更

なる成長や自己実現の機会、キャリアアップをも

たらすことになる。 

少子化や若者の都市部への流出で人材難になっ

ている地方において、いかに関係人口を増やすか

が、地域の活性化、ひいては地方創生を推進する

重要な鍵になると国は位置付けている。 

 

（２） 「関係人口」の概念 

ここで「関係人口」について整理する。これま

で関係人口の概念規定自体が曖昧で、定量化する

手法も確立されていない。総務省では関係人口は

「移住した『定住人口』でもなく、観光に来た『交

流人口』でもない、地域や地域の人々と多様に関

わる人々のこと」と定義している。地域外に居住

の拠点を持ちながらも、地域や地域の人と継続的

に関わりを持ち、地域と「ゆるくつながる」第 3

の人口であり、「観光以上移住未満」と表現される

こともある。具体的には以下のような人である。 

 

・仕事で地域と居住地を行き来している人 

・二拠点生活をしている人 

・地域イベントや活動に参画している人 

・過去その地域に住んでいた人 

・過去その地域に勤務していた人 

・地域にルーツがある人 
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また、関係人口は「ファンベース」と「仕事ベ

ース」に分類される。「ファンベース」は地域ファ

ンとして地域と交わる人である。田植えや稲刈り、

地域の伝統行事への定期的な参加、ふるさと納税

や地域のボランティア活動を通して関係性ができ

継続的に訪れる人などもファンベースになる。収

入やビジネスを目的ではなく地域への貢献や純粋

な楽しみのために地域と関わる人で地域への愛着

や思い共感を持った人である。 

一方で「仕事ベース」は、リモートワークの普

及によって、副業・兼業といった働き方が解放さ

れる中で地域外から自治体や地域企業と連携して

活動する人を指す。生活拠点は首都圏などに置き、

リモートワークで遠隔地から仕事を受注したり、

週末に地域を訪れて業務に従事したりする人や地

域企業とアライアンスを組み、デザインや広告、

プロモーション制作をリモートで提供し、必要に

応じて現地を訪れる人などが「仕事ベース」に当

てはまる。 

 

図－２ 関係人口の概念図 

「地域は関係人口拡大が重要」 

 

観光や仕事で地域を訪れていく中で、その地域

固有の文化や歴史、環境、住んでいる人々の温か

さなどに惹かれて、継続的に訪れたり、その地域

を応援したりする中で、地域のファンとして関係

人口になっていく。やがて地域のファンは、新た

な価値を見出し、情報を広めることで、地域活性

化の重要な鍵を握っていくように人財化していく

のである。活躍できる人材が不足しがちな地域に

とって、彼らはアンバサダーへの就任や、口コミ

による情報拡散、地域イベントへの継続的な参加

など地域経済の活性化の重要な役割を担う存在に

もなっていく。地域に軸足を置くようになると起

業して移住を決断する人もいれば、そのまま関係

人口として活躍する人も少なくない。 

 

（３） 新型コロナ感染拡大が関係人口の拡大に 

人口減少の時代、地域の活性化を担う人材も不

足している中で、地域のファンとなる関係人口の

拡大が地方創生の鍵を握る、いわば「よそもん」

が地域を牽引すると言っても過言ではない。その

関係人口拡大の後押しのきっかけとなったのが新

型コロナ感染拡大である。 

新型コロナ感染拡大に伴って社会は働き方改革

で大きな変化が生まれてきた。ひとつはテレワー

クが導入され、業務が対面と在宅ワークの組み合

わせでも仕事をこなせるようになったことである。

もうひとつは副業・兼業を解禁した企業が増えて

きたことである。このことによって、離職しなく

ても別の仕事に就くことができるようになり、新

たなスキルやキャリア形成ができるようになって

きた。いわゆるドラッカーの言う「パラレルキャ

リア」の出現である。社会の変化で下記の新しい

ムーブメントも生まれてきた。 

 

・転職・起業傾向が強まってきた。 

・二拠点居住（多拠点居住）のライフスタイル 

が生まれてきた。 

・自由に使える時間を活用して地域活動を実践 

する人が増えてきた 

・テレワークを利用して旅先で仕事をする「ワ 

ーケーション」が増えてきた 

・コワーキングスペースが増えて職場でない場

所で仕事ができるようになった。 

 

コロナによって労働環境や仕事の価値観が変わ

り、ライフスタイルや働き方の新しいスタイルが

生まれ、アクティブに地域との関わりを持てる環

境になってきたと言える。 
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（４）人と人がつながるコワーキングスペース急拡大 

域外からやってくる人が地域と深く関わってい

く中で重要な役割を果たしているのが、「コワーキ

ングスペース」や「ゲストハウス」「シェアハウス」

「ワーケーションスペース」といった新しいコン

セプトの施設である。コロナ感染拡大以降、リモ

ートワークの導入により日本国内のコワーキング

スペース市場は急速に拡大しており、地域の重要

なプラットフォームになりつつある。政府も時間

や場所を有効に活用できるテレワークを推進して

おり、働き方改革の一環として柔軟に活用できる

コワーキングスペースの需要はますます高まりそ

うだ。 

出張先でのオンライン会議、旅先でのリモート

ワーク、全国の主要都市には複数のコワーキング

スペースがあって便利に使える。また、ゲストハ

ウスにコワーキングスペースが併設された施設も

多く、地域での活動拠点として宿泊したゲストハ

ウスのコワーキングスペースで宿泊者同士や地域

の人と交わりビジネスに発展していくケースも多

い。コワーキングスペースはリモートワークの仕

事場に留まらず、 あらたな出会いとコミュニケー

ションが生まれる地域のビジネス拠点的な存在に

もなってきている。 

特に、コーディネーターが常駐する施設は定期

的に利用者との対話を通して、新たな利用者との

橋渡しがなされて、ビジネスに発展していくケー

スも年々多くなっている。コワーキングスペース

ではノマドワーカーやフリーランスで働く IT エ

ンジニア、デザイナーやクリエーター、起業を目

指している方などが比較的ヘビーユーザーで、人

と人をつなぐ役割を持ったコーディネーターは地

域では極めて重要な役割を担っている。 

コーディネーターが中心となって、施設利用者

同士の交流会イベントを開催して化学反応が起こ

りやすい環境も用意する。地域在住のキーマンを

つないだり、時にはスタートアップや起業の支援

をしたりもする。こうした出会いから地域の魅力

を知り、地域の人との関係性がつくられ、地域へ

の愛着やファン醸成につながっている（図－３）。

これらの施設が関係人口と地域の人の接点である

「コンタクトポイント」となっている。 

図－３ 地域とのかかわりのプロセス 

 

４． 佐渡島の関係人口創出の事例 

 

（１） 授業での離島の関係人口調査 

2023 年 10 月に大正大学地域創生学部・地域実

習Ⅱの授業で離島の関係人口拡大について調査し

た。授業テーマは「『after コロナ時代 離島の関

係人口創出と拡大に向けて』―多様に関わる入口

や機会をどう構築して仕組化するか―」である。 

授業では人口減少が著しい離島での関係人口の

実態を調べ、どのような接点で地域の人と島外か

ら来た人が出逢い、関係性をつくっているかにつ

いて調査した。対象とした離島は新潟県佐渡市「佐

渡島」、愛媛県今治市「大三島」、兵庫県淡路市「淡

路島」、鹿児島県奄美市「奄美大島」の四島。学生

を 4班に分けて、各班は現地在住の移住者にオン

ラインで協力してもらいながら、「コンタクトポイ

ント」を見つけ出し、Google Map上にマッピング

した。本項では四島の中から観光以外でも多様な

分野から人が来島し、関係人口が多く集まる集落

が複数ある新潟県佐渡市「佐渡島」の事例を取り

上げるとともに、取材情報を手掛かりに、「コンタ

クトポイント」について説明する。 

 

（２） 佐渡島基本情報 

ａ） 概要 

日本海最大の離島である新潟県佐渡島。暖流と

寒流が交わることから独特の気候環境になり、魚

種が豊富で植生も実に豊かな島である。国府が置

かれた 8世紀から佐渡島には、世阿弥や日蓮、順

徳上皇、小倉実起らが流されてきた歴史がある。

その流人たち（皇族・貴族）は中央の高い文化を

島にもたらしたほか、北前船の寄港地だった佐渡
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島は様々な文化と富の交差点でもあったといえる。

このため、佐渡島には流罪によって流された貴族

や知識人たちが伝えた貴族文化、鉱山の発展によ

り奉行や役人たちが江戸から持ち込んだ武家文化、

北前船によって商人や船乗りたちが運んできた町

人文化があり、これら 3つの文化が合わさり、佐

渡島独特の文化が形成された。いわば江戸時代か

ら「ダイバーシティー」の島だったと言っていい。

このため様々な価値観を持った人材が集まって島

が形成されており、よそものや多文化を受け入れ

る柔軟さがあり、関係人口受け入れにもつながっ

ていると考える。 

 

図－４ 佐渡島基本情報 

 

ｂ） 人口について 

佐渡島は毎年約 1,000人の人口が減少しており、

65歳以上の高齢化率は 42.58％（2022年）ですで

に 4割を超え、全国平均（28.7％）よりも 14.0ポ

イント高い状況である。また、2023年 4月現在で、

人口の 50％以上が 65 歳以上の方となる限界集落

の数は、全集落のおよそ 4割を占めている。高校

を卒業すると島を離れそのまま帰ってこないパタ

ーンが多く、若者の流出や高齢化による地域コミ

ュニティーの活力低下は、集落運営や祭りなどの

継承に大きな影響を与えている。このため島内人

材に加えてスキルと志の高い移住者に加えて、関

係人口とも連携して、人と人や地域と人のつなが

りを大切にしながら地域力を高めていくための仕

組みづくりや仕掛けが急務となっている。 

 

 

ｃ） 移住者について 

また、移住者に関しては、人口減少社会への対

策の柱として、子育て支援や、移住、定住、交流

人口の拡大、多様な雇用機会の創出などに取り組

んできた結果、2020年度から毎年 500人以上の移

住者が佐渡島にやってきている。年代別でも 23歳

から 30 代までの若者世代の社会減が均衡に近づ

いてくるなど、一定の成果も出始めている。また、

佐渡市では、2012 年度から合計 55 名の「地域お

こし協力隊員」を採用してきた。任期を終えた隊

員のうち 28 名が現在も佐渡島で定住し、2024 年

6月現在、9名の現役隊員が活躍している。域外か

らやってきた移住者が島内で戦力になっているこ

とがわかる。コーディネートを担う佐渡島 IU タ

ーンインフォメーションセンターが定期的な交流

会や移住者の活躍などを webで積極的に取り上げ

配信している。その効果は移住者数に現れている。 

図－５ 佐渡市移住推進課「移住定住事業実績データ」 

 

ｄ） 観光について 

観光コンテンツが豊富にある佐渡島への観光入

込数は図－６のようになっており、1994 年に 120

万人をピークに年々減少を続けている。コロナに

よる落ち込みもあったが 2023年は 44.2万人でコ

ロナ前の 89.3％まで回復しているが、2024年 7月

に佐渡金銀山がユネスコの世界文化遺産登録正式

に認められたのを契機にさらなる増加が期待され

ている。また、新潟県を代表する観光の島佐渡島

は金山以外にも「朱鷺」「たらい船」「海の幸」「ジ

オパーク」「鬼太鼓」「鼓童」「能」「自然景観」「歴
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史」「文化」など多彩なコンテンツを有しており、

新たな魅力づくりが期待されている。観光・ビジ

ネス・帰省の割合は観光 54％、ビジネス 23％、帰

省 17％となっている（2023年）。 

 

図－６ 一般社団法人佐渡観光交流機構「令和 5年度 

 佐渡観光データ調査分析業務 報告書」より抜粋 

 

（３） 地域の人と関係人口の接点となる「コンタクト

ポイント」を探る 

佐渡島はこれまで平均 50 万人程度の人が何ら

かの目的で来島している。観光、ビジネスや地域

活動、ボランティア、修学旅行や大学生のゼミ合

宿などの学び目的、帰省など多様である。 

「コンタクトポイント」のマッピング作業では

ゲストハウス、コワーキングスペース、移住者が

運営する café やレストラン、パン屋など関係人

口がつながっている施設やスポットに加え、関係

人口が継続的に訪れている集落やエリアも（図－

８の Map上に丸く網掛け部分）特定した。 

また、SNS やメディアでの定期的情報発信等が

来島動機につながっている「心を動かす人・情報

発信元」についても下記のワークシートに基づい

て情報を集めマッピングに連動させている。 

佐渡島は空き家が 4,000棟あると言われている

が、空き家や古民家がゲストハウスや一棟貸しの

宿泊施設そして café やレストランに活用される

ようになってきた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－７ 調査項目とワークシート 

 

下記は学生が調査した佐渡島の人と人がつなが

る拠点「コンタクトポイント」のマッピング情報

である。このマップは島に興味関心を持っている

人にとっては観光ガイドにはない「人と人がつな

がる Map」として活用できる。各スポットはクリ

ックすると URLに飛んで内容を確認でき便利であ

る。 

図－８ 佐渡島コンタクトポイント Map 

20231008ver 学籍番号

氏名

Ⓐー１　マッピングしよう！　人と人がつながる主なGateWayスポット
■施設ルート・・・ ①ゲストハウス　　②コワーキングスペース　　③ワーケーション施設　　④café    ⑤パン屋　　⑥食堂・飲食店　⑦道の駅
■エリア・活動・・・⑧関係人口が交わる集落　　⑨定期開催のボランティア活動　　⑩関係人口が参加する地域活動　⑪バスったもの・こと・場
■行事（リピートの多い）・・・⑫イベント　　　⑬祭り　　　⑭芸術祭
※これらは島外から来た人が利用するケースが多い施設で、人がつながる（島民×島外人、島外人×島外人）スポットです。
　 インスタなどSNSで情報がUPされ、それを見て興味関心を持って訪れ、自ら情報を発信するといった連鎖が人を呼ぶスポットとなっています。

Ⓑー２　情報発信者・来島につながる影響力を持つ人物リスト
　

Ⓑー１　みつけよう！　心を動かす人・情報発信元
①フォロワーの多い島内在住のSNS　　②フォロワーの多い島外在住のSNS   ③島のオピニオンリーダー　④ユーチューバー・インフルエンサー・ブロガー
⑤活躍するローカルイノベーター　　　⑥露出の多い地域おこし協力隊　　⑦ゲストハウスの家守　　　⑧café・飲食店食堂のオーナー
⑨地域FM局　⑩ワーケーション・コワーキングスペースのコーディネーター　　⑪アンバサダー・観光大使   ⑫島の人気者　　⑬島の魅力を伝える写真家
※島を訪れるきっかけとなったり、会ってみたい人、メディアに取り上げられたプレーヤー、影響を受けた情報発信元です。
　 ユーチューバー・インフルエンサー・ブロガーはフォロワーがフォロワー数は少なくても定期的にUPしている人を指します。

Ⓐー２　GateWayスポット　マッピングリスト
　

関係人口「GateWay Map」情報シート

その他　特記事項

メンバー学生名島班名

関係人口「GateWay　Map」＝人と人がつながるMapの意義
　「GateWay」 は関係人口と地域の人とのコンタクトポイントです。ビジネスや旅行、地域活動、ボランティア等で地域の人と出会いが生まれ、
　　その両者の心が通じ合った人間関係が形成されると、継続的に訪れるきっかけとなり関係人口となっていきます。そんな関係性が生まれる場
　　を「GateWay」として位置づけ、それらのスポットを島に興味関心を持っている方々の道しるべとして利用できるようにMap化を図ります。観光Mapに
　　はない人と人がつながるMapです。Ⓐではそのスポットを見つけて書き出しましょう。一方Ⓑでは,来島への動機につながる島の情報・魅力を発信して
　　いる人物をピックアップします。名前・所属・URL等をアップしていきます。
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また、協力してくれた佐渡島の移住者からヒア

リングした情報の中から、地域が今後の関係人口

を創出するヒントになるコメントを記載する。 

 

・離島なので移住者や関係人口情報は入りやすく、

移住者や関係人口は分野や特定のリーダーを中

心に比較的ネットワークでつながっている。 

・20代～30代で移住を考えている、あるいは移住

せずとも継続的に関わっている人と地域の人と

のコンタクトポイントは安く宿泊でき交流がで

きるゲストハウスやコワーキングスペースである。 

・島外から関心を持って来島する人は移住者や関

係人口が運営している café やレストランなど

を利用するケースが多い。店主やお客様同士が

会話してつながりができるケースは多い。 

・地域おこし協力隊は定期的に集まって報告会な

どをやるので、そこでも移住者情報や島内の関

係人口に関する情報が集まりやすい。 

・「我々は関係人口という Wordはあまり使わない

し、馴染みがない」と言われた。地域にとって

は「関係人口」という特定は意識していないと

いう見方が正しいかもしれない。 

 

このように授業を通して佐渡島の関係人口と地

域の人が出会うコンタクトポイントが見えてきた。

従来の旅館、ホテル、民宿ではなく空き家をリノ

ベーションしたゲストハウスでコワーキングが設

置されている施設が多い。島の人と関係人口との

接点はこのコンタクトポイントを入口として継続

的に佐渡島を訪れ、やがて地域の人との関りを深

めていき地域で活躍するようになる。このような

プラットフォームは今後の地域戦略には不可欠な

存在になっていくと考える。 

 

５． 多様な分野から人が流れてくる佐渡島 

 

佐渡島は観光目的以外で様々な分野の人が来島

しており、関係人口の創出・拡大につながってい

る。その事例を取り上げる。 

 

（１） 大学連携による学生の集落活動 

佐渡市は大学と連携協定を積極的に締結し、学

生の実習や合宿を受け入れてきた。現在 13 大学

と連携協定を締結しており、締結していない大学

の学生たちも数多く来島する。 

大学と地域の連携は双方にメリットをもたらす。

例えば多くの課題を抱えている地域に大学生が関

わりを持ち、地域の課題解決や地域活性化に取り

組むことは、学生に対して地域の現状への理解を

促し、地域で活躍する人材として育成することに

つながる。また地域の側にもよそ者・若者の視点

が導入され気づきをもたらし、地域の人材育成に

もつながる。 

また、集落単位に学生が入っていくケースが多

く、しかも継続的に同じ集落で活動している。先

輩たちが築いてきた取組が進化しながら後輩たち

にバトンが渡され、受け入れ側の集落も家族のよ

うに迎え入れ活動をサポートする。このような関

係性が佐渡島のあちこちで行なわれている。来島

した学生たちは卒業後も集落のお世話になった方

に会いにやってくるケースも多く、そこから関係

人口になっていく若者は多い。 

大学と地域が連携した地域づくり応援事業補助

金を活用して、令和 5 年・6 年の主な実績大学と

エリアは下記となっている。 

図－９ 学生が活動しているエリア 

 

（２） 多様な分野への来島コンテンツ 

前述した通り、佐渡島は新潟県を代表する多彩

な観光資源により、観光客で賑わっている。一方

で、そうではない分野で来島する人たちも多くな

っている。有名な観光施設や自然景観巡りではな

く、ある意味マニアックに近い分野でもリピータ
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ーとして佐渡島に訪れる人が多く関係人口になっ

ている。「推し活」といった新しいファンのスタイ

ルもあって最近はコンテンツが多様化し、それぞ

れの分野で様々な人が来島し、交流を通して地域

とつながり継続的な来島に発展していくなど各コ

ンテンツで関係性が構築されている。中にはカリ

スマ的な人材が移住したことで佐渡島に渡って連

携した活動や、アニメの推し活で佐渡島を訪れる

人も増加傾向にある。 

 

■主な来島チャネル 

ａ） イベントからのつながり 

・スポーツ系（トライアスロン、マラソン、自転

車レース） 

・和太鼓集団「鼓童」（アースセレブレーション）・

伝統芸能（能・鬼太鼓） 

b） フィールド・環境からのつながり 

・アグリ系（人気の有機栽培農家・自給自足暮ら

し・棚田） 

・生物多様性（朱鷺の餌場整備、ボランティア、

研究調査） 

・リトリート系（野草・薬草研究・調査、野草フ

ィールド、滝修行） 

・海洋環境ボランティア（海岸清掃） 

c） コンテンツからのつながり 

・アニメ系（ゴールデンカムイ、赤坂あか等の推

し活） 

・マンホールカード 

d） 集落や民間独自の企画イベント 

・岩首集落：棚田、竹あかり、大学生交流 

・虫崎集落：限界集落の 100人盆踊り 

・尾畑酒造：学校蔵、学校蔵特別授業、酒つくり 

図－１０ 主要観光スポット以外のコンテンツ 

（３） 企業誘致による来島 

佐渡市は 2020年より「起業成功率ナンバーワン

の島」を掲げてスタートアップや企業誘致に力を

入れている。専門部署を設置し下記の拠点整備や

施策を講じてきた。佐渡島は離島であることから、

輸送コストがかかるため、製造業などの誘致は得

策ではない。このため設備投資などかからない IT

系を中心に企業誘致やスタートアップ支援をやっ

てきた。様々な施策を用意して支援した成果が出

ている。 

 

■主な整備 

・シェアオフィスやコワーキング等の施設整備 

・島の玄関口佐渡汽船ターミナルの空きフロアを

サテライトオフィス、テレワークスペースに 

・トレーラーハウスのワーケーション施設設置 

・商店街空き店舗や空き家を利用してシェアオフ

ィスを設置 

・地元の民間グループとの協働によるビジネスコ

ンテスト開催 

・民間企業が伴走支援する起業サポート 

・新たな雇用を生む民間事業者に対して、運転資

金を最長 5年間補助し、ビジネスコンテストと

連携 

 

こうした施策の実施で延べ誘致企業 48 社、新

規雇用創出数 419人の実績を上げている。IT系が

多いことから約 71％が 30 代以下と若い世代の働

き手が増えていることは大きな成果である。 

 

図－１１ 起業成功率ナンバーワンの島を 

目標とした施策 

 

 

スポーツ系
（トライアスロン、マラソン、自転車レース）

鼓童（アースセレブレーション）

伝統芸能（能・鬼太鼓）

アグリ系
（人気の有機栽培農家・自給自足暮らし・棚田）

生物多様性
（朱鷺の餌場整備、ボランティア）

リトリート系
（野草・薬草研究、野草フィールド、滝行）

アニメ系（ゴールデンカムイ、赤坂あか）
マンホールカード

岩首集落︓棚田、竹あかり、大学生交流

虫崎集落︓100人盆踊り

尾畑酒造︓学校蔵、課外授業、酒つくり

観光入込数︓年間44.2万人
（令和5年実績 観光・ビジネス・帰省・その他を含めて）

※佐渡トライアスロン2024
参加者2,000人+ボランティア5,000人の規模

主要観光スポット以外のコンテンツ

それ以外の年代 30代以下

「起業成功率ナンバーワンの島」を目標とした施策

シェアオフィースやコワーキング等の施設整備

島の玄関口佐渡汽船ターミナル内の空きフロアーをサテライトオ
フィス、テレワークスペース設置

トレーラーハウスのワーケーション施設設置

商店街空き店舗や空き家を利用してシェアオフィースを設置

地元の民間グループとの協働によるビジネスコンテスト開催

民間企業が伴走支援する起業サポート

新たな雇用を生む民間事業者に対して、設備投資資金や人
件費、広告宣伝費などの運転資金を最長 5年間補助してくれ
る特定有人国境離島地域社会維持推進交付金で支援

（雇用機会拡充事業）ビジネスコンテストと連携させた

48社
誘致企業

新規雇用創出件数
419人

30代以下
71％

実施施策

→若い世代の働き手が増加へ

（2020年～2023年実績）
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６．まとめ 

 

佐渡島の事例を整理してきたが、佐渡島が移住

定住そして関係人口拡大につながる施策は他地域

の参考になる。このためまとめとして地域が今後

関係人口を拡大していく主な施策を整理する。 

 

ａ） 関係人口と地域の人がつながる接点や機会を

創出する。コワーキングスペース、ゲストハウ

ス、シェアハウスなど人が交流できる拠点を整

備する。（コンタクトポイント） 

b） コンタクトポイントにはコーディネーター、 

コミュニティマネージャーを配置し地域の人

と域外の人とを橋渡しをする。（橋渡し） 

c） コンタクトポイントを見える化する。人と人が

つながる拠点の Mapを作成して情報発信する。 

(可視化） 

d） 旅の中でも人との出会いを生まれやすくする。

移住者が運営している caféやレストランなど

への誘引と出会いの機会を創出する。 

（コンタクト） 

e） 地域やそこに住む人の活動を SNS 等で発信し

て共感を醸成する。エリアの活動情報や移住者

の声など SNSで適時発信して仲間を呼ぶ。 

（共感人口） 

ｆ） 移住者や関係人口との定期的な交流会やワー

クショップなどを開催する。コーディネーター

等が中心となって交流機会を設けて信頼関係

を築く。（関わりしろ） 

ｇ） SNSや webで関係人口・移住者のポータルサイ

トを立ち上げる。興味関心がある人や企業から

の問い合わせに対応して新規誘客する。 

（問い合わせ） 

h） ワーケーションやリモートワークを推進して 

いる企業への情報発信。企業や個人向けに地域

の魅力やビジネス向けのプラットフォームを

告知してアライアンス機会も醸成する。（告知） 

ｉ） 関係人口側のニーズと地域側のニーズを適 

切にマッチングさせる仕組を構築する。双方の

ニーズ・シーズを整理してマッチングさせ施策

に落とし込む。（マッチング） 

ｊ） 大学生の合宿やフィールドワークを受け入れ

る。（若者との接点拡大） 

ｋ） ビジネスコンテストなどで域内や域外の地域 

課題解決ビジネスや新規事業創出の機会を設

けて起業やスタートアップにつなげる。 

（事業創出） 

ｌ）  地域内の関係人口あるいは域外からやってく 

る人流情報やデータを組織的に集め、情報発信 

するとともに、コンタクトして人材確保に活か 

していく。（データサイエンス） 

ｍ）「地域おこし協力隊」を積極的に登用する。申

込者は若者が多く、情報発信力が高い。 

(即戦力人材) 

 

人口減少の時代、山積する課題に加えて前例の

ない困難も重く圧し掛かってくる。地域はこれま

でにない新しいスキルを持った人材が求められて

おり、関係人口とのマッチングの必要性は益々高

まっている。地域の人材が不足している中で、何

かしら地域や地域の人々と多様に関わる関係人口

がこれからの地域の活性化の牽引役になっていく

だろう。地域は、課題や不足している点も含めて

ピックアップして整理し、都市部に暮らす人材の

スキルや関心と施策を組み合わせるくらいの大胆

な発想が必要である。すなわち関係人口と協働し

て地域活性化を推進することである。また、地域

は橋渡しできる民間の中間組織や専門チームを結

成して、地域の実情やニーズと関係人口のニーズ

のマッチング機会を設けるなど、関係人口をどの

ようにして取り込んでいくか明確な戦略プランを

策定して実行に移すことが望まれる。 

昨年石破政権が誕生したが、地方創生は新たな

視点で推進していく計画で、①安心して働き、暮

らせる地方の生活環境 ②東京一極集中のリスク

に対応した人や企業の地方分散 ③付加価値創出

型の新しい地方経済 ④デジタル・新技術の徹底

した活用 ⑤「産官学金労言」のステークホルダ

ーの連携と国民的機運の向上の 5つを柱に据え、

「地方創生 2.0」として位置付けている。 

人口減少はもはや不可避であり、むしろ人口減

少を前提に国も地方自治体も持続可能な地域づく

りを構想し、地方創生を舵取りしなければならな

い。 
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	（３）　地域の人と関係人口の接点となる「コンタクトポイント」を探る



